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【事業の目的・概要・対象】

【背景】

　少子高齢化の進展や貧困の連鎖などの社会情勢の変化により、扶助費が増加の一途をたどっており、増
加を抑制するための取り組みが必要となっている。

介護扶助を受給している被保護者のケアプランの妥当性を検証し、介護扶助費の適正化を図ることを目的
とする。
　
嘱託ケアマネージャーを雇用し、被保護者の心身の状況を把握して、ケアプランのチェックを行い、過誤
調整を行う。

施策 0801 低所得者の生活支援 ≪≫の金額 補正予算要求時…当初・繰越予算の合計額
　　　　　 新年度予算要求時…当初・繰越・補正予算の合計額

事業名 ケアプラン点検強化事業 現状維持 予算額

事業期間 平成17年度 ～ 財
源
内
訳

根拠法令
要綱等

生活困窮者自立相談支援事業等実施要綱

担当課 福祉保健部　保護課 課長 山下　浩典

担当者 山口　幸一郎 問合せ先 0957-53-4111（内線160）

地方債 千円
その他 千円
一般財源 283 千円

2,254 千円

2,290 ≫千円
国庫支出金 1,971 千円
県支出金 千円

生活
保護 
世帯 

対象者 

保護課 実態 

把握 

介護扶助費の適正化 

介護サービス
事業者   調 整 

ケアプランの過誤調整 
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【活動指標】

①

②

【成果指標】

①

②

【予算・決算】（千円）

評価調整
委員会評価

妥当性
(市の関与)

法定受託事務である生活保護制度に付随して実施する事業であるので、市の関与は妥当であ
る。

有効性
(施策貢献度)

介護扶助費の適正化により扶助費の増加を抑制することで、生活保護制度の安定的な運営に
つながる。

効率性
(コスト)

必要最低限の経費で実施しており、削減の余地は無い。

1次評価 担当者意見のとおり

2次評価 1次評価意見のとおり

嘱託員(人) 0.05人 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人 0.05人
フルコスト 9,834 10,035 10,289 10,253 10,253 10,253 60,918

職員(人) 1.05人 1.07人 1.10人 1.10人 1.10人 1.10人 6.52人
時間外勤務(h) 0h 0h 0h 0h 0h 0h 0h

一般財源 263 282 288 283 283 283 1,682
人件費 7,728 7,781 7,999 7,999 7,999 7,999 47,506

地方債 0
その他 0

国庫支出金 1,843 1,972 2,002 1,971 1,971 1,971 11,730
県支出金 0

年度 H28 H29 H30 H31 H32 H33 合計
事業費 2,106 2,254 2,290 2,254 2,254 2,254 13,412

目標値

事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

指標名 単位
H28

(実績)
H29

(実績)
H30

(目標)
H31

(目標)
H32

(目標)

ケアプラン調整件数 目標値 件 228 514 500 500 500

ケアプラン点検数 目標値 件 710 289 300 300 300

目標値

指標名 単位
H28

(実績)
H29

(実績)
H30

(目標)
H31

(目標)
H32

(目標)


